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はじめに 

 

基本的な人権、自由、法の支配といった普遍的価値が実現し、一人一人が人間と

して尊重される社会を実現するためには、各国において、民主的かつ包摂的なガバ

ナンスを構築・強化していくことが不可欠です。そのために、相手国政府の行政官

が、これらの普遍的価値を共有しつつ、効率・公平・透明・包摂的に行政サービス

を国民に提供できるための支援を行うことが重要です。 

 

現状としては、開発途上国の行政現場では、行政手続きの非効率性、縦割りによる

連携・情報共有の不足、汚職・腐敗、予算・調達・政策等に関する情報公開の不足に起

因する透明性・説明責任の欠如、さらには人材・財源の制約といった課題が依然として

根強く存在しています。これらの課題は先進国においても一定程度見られるものの、制

度・組織基盤や行政能力が十分に整っていない開発途上国では、より頻繁に発生する傾

向にあります。加えて近年は、急速な都市化や人口増加、気候変動・感染症等の危機対

応により行政需要が多様化・増大する一方、公的債務の増大や開発資金の縮小により財

政余地は一層狭まっています。その結果、特に地方部や貧困層・脆弱層に対して行政サ

ービスが十分に行き届かず、市民が不利益を被る状況が続いています。 

 

各開発途上国の歴史・政治体制・社会経済状況等を踏まえ、中央・地方政府間関

係の整備、行政機関・公務員制度の構築、官民連携、市民協働、行政DXの推進、こ

れらを担う公務人材の育成等、多方面から各国に適した支援アプローチを検討する

必要があります。その際、各国の実施能力や社会的受容性に見合った改革のペース

を見極め、継続的に支援していくことが重要です。  

 

日本では、明治維新後の近代化の過程において、各種の政治・行政制度を欧米諸

国から取り入れてきました。特に行政制度においては、近代的な官吏制度や、地方

行政を国家が統一的に管理する府県制・市制・町村制を導入し、第二次世界大戦後

には現行の公務員制度や地方自治制度への改編を行いました。その後も、2000年の

地方分権一括法の施行や三位一体の改革、市町村合併等を通じて国と地方の関係を

見直し、地方の自主性・自立性を高める地方分権改革を進めてきました。さらに近

年は、人口減少・少子高齢化に伴う財政制約や行政需要の変化に対応するため、自

治体間の広域連携や公共施設・サービスの再編等に取り組むとともに、2021年のデ

ジタル庁設置を契機として、自治体情報システムの標準化や行政手続きのオンライ

ン化等の行政DXを推進しています。このように、日本の社会・文化・歴史的な背景

を考慮しながら、時代の要請に応じて時間をかけて制度の導入・改革及び人材育成

を行ってきた経験は、開発途上国支援における日本の強みと言えます。 

 

本コースでは、日本の中央・地方の行政制度の特徴、開発途上国・日本の行政サ
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ービス提供にかかわる制度・業務の比較、JICAによる協力事例、開発途上国におけ

る行政サービス提供の課題分析手法等への理解を深めることで、プロジェクトを形

成・実施する能力を身につけることを目的としています。 

開発途上国の行政分野の協力プロジェクトや調査に既に従事されている方、また今

後も専門家として行政分野の案件に従事される予定がある方を主に対象としています。

また、行政能力向上の視点を必要とする他分野（保健、教育、農業、平和構築等）の各

種調査や専門家業務に携わりたい方々も対象とします。 

 

皆様のご応募をお待ちしております。 

 

１． 研修コース名、研修期間、募集人数 

（１）研修コース名：「ガバナンス（行政）」コース 

（２）期間： 2027年 2月 17日（水）～2月 19日（金） 

（３）募集人数：20名程度 

（一般公募による参加者とは別に、JICA内部からも正規受講者を募集する予定） 

 

２． 応募要件 

下記の全ての要件を満たす方とします。 

（１）全日程に参加可能であること 

（２）将来、専門家・調査団員等として JICA事業に携わる意志があること。行政能力

向上分野、あるいは当該分野の視点を必要とする他分野（保健、教育、農業、

環境、平和構築等）の JICA の各種調査または専門家業務を志望することが望

ましい。 

（３）以下のいずれかの専門能力や経験があること 

・ 開発途上国における開発事業の実務経験・研究経験を有すること 

・ 国内外における行政分野の実務・調査経験を有すること 

※ 既に JICA 専門家、コンサルタントおよび国際機関職員として途上国開発の実

務経験を有している方を優先します。 

※ 語学力は応募要件とはしていませんが、応募者多数の場合には、本研修参加者

が開発途上国での業務に従事することを念頭に置いていることを踏まえ、選考

の判断材料とすることがあります。そのため、保持している語学力に係る公的

資格を、取得年月日が新しい順に必ず履歴書に記載してください。 

※ より多くの方に同研修へ参加していただくために、応募者多数の場合は、過去

に能力強化研修の受講経験がある方よりも新規受講者を優先いたします。 

 

３． 研修会場  

JICA市ヶ谷ビルでの対面形式による研修を予定しています。 

 

https://www.jica.go.jp/jica-ri/ja/about/access.html
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４． 研修概要 

（１） 目的 

⚫ 開発援助の国際場裡で議論される「行政能力向上」の重要性、JICAとしての「行

政能力向上」支援の基本的考え方・分析方法を理解する。 

⚫ 日本の行政について、その歴史的変遷、制度、財政、人材育成などの観点から理

解する。 

⚫ 開発途上国における実際のプロジェクトを事例に、関係者からプロジェクト形

成・運営上の教訓を引き出し、整理する。 

⚫ 演習を通して具体的な業務を実践することで、獲得した知見の業務に対する活

用について理解を深める。 

 

（２） 日程（案）  

日程 内容 

受講通知後 ～

２月中旬  
事前課題による学習  

2月 17日

（水） 

 

〈プログラムオリエンテーション〉JICA支援について（JGAガバナンス・ク

ラスター説明） 

障害主流化に関する意見交換 

【講義】地方自治の制度と実際 

昼休憩 

【講義】公務員制度・人事政策 

参加者側発表（自己紹介、経験・課題意識の共有） 

意見交換 

2月 18日

（木） 

【講義】地方行政比較（日本とタンザニア） 

【講義】プロジェクトケーススタディ（住民参加：ホンジュラスとタンザニ

ア） 

昼休憩 

【演習：プロジェクト形成】 

【グループ作業】 

意見交換・事務連絡 

（希望者のみ）ガバナンス勉強会 

2月 19日

（金） 

【講義】行政 DX導入における国際比較 

【講義】プロジェクトケーススタディ（カンボジア・ミンダナオと日本の行

政） 

昼休憩 

【演習（グループ作業）】 
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【発表】グループ発表（4グループ×10 分） 

質疑応答・全体振り返り 

 

※ 研修本体期間の講義時間は 9:00/9:30～17:30(2 日目のみ 9：00 開始）を予定

しています。 

※ いずれかの日で研修終了後（18:00 以降）に過去の能力強化研修参加者が有志

で行っているガバナンス勉強会（暫定）を開催する可能性があります。（確定次

第お知らせしますが、参加は自由です）。 

※ 本日程は、暫定版のため変更の可能性があります。 

 

５． 事前課題 

研修受講決定後、受講者には以下の事前課題を行っていただく予定です。 

1. ビデオ講義の視聴 

「行政機構診断ハンドブック」紹介に係るビデオ講義を事前に視聴していただき

ます。ビデオ講義のリンク先については、受講案内と併せてお送りいたします。

なお、行政機構診断ハンドブックの内容は演習で活用予定です。 

2. 以下の提出物を事前に提出いただきます。 

1) 自己紹介と「これまでの事業の経験から感じた行政改革・改善に関する課

題で直面した問題、また業務実施上感じた難しさ」に関する説明資料 （PPT

スライド 1 枚）。こちらの内容は、研修初日に発表頂きます。 

2) 「JICA事業における障害主流化推進のためのガイダンスノート（分野別ガ

イダンスノート・ガバナンス）*」（下記のリンク）を一読いただいた上で、

以下に対する回答を作成してください（PPT スライド 1 枚）。障害主流化

に関する意見交換の際に活用します。 

    Governance.pdf 

［設問］ 

あなたが過去に担当していた、現在担当している、または今後担当する可能性

のある行政機能向分野の事業・調査等において、 

① 障害者が事業に参加したり、事業の成果・サービスを利用したりする際、ど

のような障壁が考えられますか。一つ挙げてください。 

② その障壁を減らすために、案件形成・実施・モニタリングの中でできそうな

こと（できたこと）を一つ挙げてください。 

*今回の研修では、当該ガイダンスノートの取り扱う分野の内「2．行政機能の

強化」をテーマとすることから、その観点から意見を記載してください。 

 

3. 演習「プロジェクト形成」について 

受講者の決定後、受講案内と併せて演習資料（ガイドライン、ケース、参考資料

https://jpn01.safelinks.protection.outlook.com/?url=https%3A%2F%2Fwww.jica.go.jp%2Factivities%2Fissues%2Fsocial_sec%2F__icsFiles%2Fafieldfile%2F2026%2F04%2F13%2FGovernance.pdf&data=05%7C02%7CFujii.Takuro%40jica.go.jp%7C674afaf9d657405b1f9e08df3304af73%7Ceba9fc4255884d318a4e6e1bf79d31c0%7C0%7C0%7C639285767474860516%7CUnknown%7CTWFpbGZsb3d8eyJFbXB0eU1hcGkiOnRydWUsIlYiOiIwLjAuMDAwMCIsIlAiOiJXaW4zMiIsIkFOIjoiTWFpbCIsIldUIjoyfQ%3D%3D%7C0%7C%7C%7C&sdata=tpZhoIu%2FXkCfh9ojP%2BVSiQiukGnW6ok4N0hVi%2B%2F7KOU%3D&reserved=0
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等）を送付します。2月 18日（木）・19日（金）の午後にこれらの資料を用いた

グループワークを実施するので、事前に目を通しておいてください。         

６． 応募方法 

以下の（２）に記載されている提出書類を揃え、締切日までに JICAが運営している

国際キャリア総合情報サイト「PARTNER」（以下、「PARTNER」という。）から応募し

てください。先ず「PARTNER」の登録が完了していることが必要です。「PARTNER」の

登録だけでは、研修コースへの応募は成立しません。「PARTNER」への登録後に本研

修コースへ応募してください。応募書類の受付後、応募時に「PARTNER」で指定した

本人連絡用 E メールアドレスに対し、受領通知メールと共に応募案件番号（受付番

号）を通知します。応募後、通知が届かない場合は、下記の「人材登録に関するお問

い合わせ先」までご連絡ください。 

 

 

（１） 「PARTNER」への登録 

 応募はすべて「PARTNER」経由で行います。応募にあたっては「PARTNER」に人材登

録がなされていることが必須ですので、登録されていない方はまず「PARTNER」での

人材登録を行ってください。「PARTNER」（人材登録）の URL 

https://partner.jica.go.jp/Account/HRAboutRegist 

 

【PARTNER登録の注意事項】 

同じく入力フォーム「プロフィールの公開」欄で「希望する」を選択し、公開先には

必ず「JICA」を選択してください。 

 

（２） 応募書類 

すべて所定の様式をご使用ください。所定の様式は、 JICA ホームページ

（http://www.jica.go.jp/recruit/kyokakenshu/top.html）からダウンロードして

ください。①の履歴書についてのみ、PARTNERから書式をダウンロードして作成して

ください。 

 

① 履歴書 

【国際協力人材登録に関するお問い合わせ先】 

独立行政法人国際協力機構 PARTNER事務局 

以下URL、PARTNERホームページの「お問い合わせ」からお願いします。 

https://jicaps.secure.force.com/inquiryedit 

 

https://partner.jica.go.jp/Account/HRAboutRegist
http://www.jica.go.jp/recruit/kyokakenshu/top.html
https://jicaps.secure.force.com/inquiryedit
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応募に必要な「研修用履歴書」を「PARTNER」上で作成して提出してください（履歴

書への写真添付は不要です）。一般履歴書など他の様式の履歴書は受け付けません。

履歴書は、「PARTNER」ログイン後、マイページのメニューから作成できます。ファ

イル名は「氏名_1履歴書」として、PDF化して提出してください。 

② 自己申告書 

必ず所定の様式を使用して提出してください。なお、合理的な配慮が必要な方は自己

申告書の該当項目（6項目目）に必ず記載をお願いいたします。ファイル名は「氏名

_2自己申告書」として、PDF化して提出してください。 

③ 推薦書 

所属先のある方は必ず所属先の研修参加の了承を得てください。なお、推薦書は、書

式不問です。推薦書が用意できない場合は、その理由を記載してください。自営の方

や所属先のない方は不要です。所属先にて応募者ご本人が代表を勤めている方も必

要ありません。ファイル名は「氏名_3 推薦書」として、PDF 化して提出してくださ

い。 

 

（３） 応募 

応募期間内に「PARTNER」の応募画面から応募してください（予め応募書類をご準備

ください）。 

① 以下の URLから「PARTNER」にアクセスし、画面右上の“ログイン”をクリック

して「PARTNER」にログインします。 

「PARTNER」の URL http://partner.jica.go.jp/ 

② 「研修セミナー情報」画面から該当のセミナー情報を検索し、「WEBから応募す

る」をクリックしてください。 

③ 上記（２）の応募書類を添付して PDF化して提出してください。 

 

７． 応募締め切り 

締切日： 2026年 12月 22日（火）  
 

８． 選考結果の発表 

応募書類を審査の上、2027 年 1 月 22 日（金）を目途に、下記の「PARTNER」の

マイページ上で合格者の応募案件番号（受付番号）を発表します。「PARTNER」に

ログインし、マイページの「PARTNER からのお知らせ」をご確認ください。書面に

よる通知及び JICA ホームページ上では発表しません。 

ご自身の応募案件番号（受付番号）は受領通知メール、又はマイページ「メールボ

ックス」の「受信 BOX」で「【PARTNER】研修・セミナーへの応募送信完了のお知

らせ」を参照ください。 

なお、選考結果に関する個別のお問い合わせには一切お答え出来ませんので、あら

http://partner.jica.go.jp/


7 

 

かじめご了承願います。 

「PARTNER」の URL http://partner.jica.go.jp/  

 

９． 修了証の発給： 全日程を修了された受講者へ、研修修了証書をお渡しします。 

１０． 受講料： 無料 

１１． 留意事項 

（１） 研修期間中の盗難、紛失、事故等については、JICA は一切責任を負いません。

予めご了承ください。 

（２） 研修実施に影響を及ぼすため、合格後の辞退は出来るだけご遠慮ください。 

（３） 円滑な研修運営に支障を来す恐れがあり、受講者本人や他の受講者の不利益に

なると JICA が判断した場合は、その後の研修参加をお断りする場合がありま

す。 

（４） 研修修了一定期間の後、研修後の国際協力事業へのかかわり等に関するフォロ

ーアップ調査をアンケート形式で実施しますので、回答にご協力願います。 

（５） 受講のために必要な経費は自己負担となります（宿泊先の紹介および斡旋は行

っていないところ、あらかじめご了承願います）。 

（６） 研修の際にはノートパソコンをご持参ください。 

（７） 所属先推薦書を含む応募書類に虚偽の記載が判明した場合、選考合格を取り消

すとともに、修了証の発行は致しません。 

以上 

 

様式 1 自己申告書 

様式 2 推薦書（書式不問） 

 

http://partner.jica.go.jp/
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―ご提出頂く応募書類の取り扱いについて― 

提出書類は、選考の結果にかかわらず返却しませんので、あらかじめご了承願います。 

【個人情報の利用目的】 

当機構が収集した応募者の個人情報は、以下の目的で利用させていただきます。当機構

は、ご本人の同意を得ないで、この利用目的の達成に必要な範囲を超えて応募者の個人情

報を利用いたしません。 

１．当機構が能力強化研修の受講者の選考を行うため 

２．当機構の研修実施にかかわる、各種情報（セミナー・イベントやホームページの案内等）

や、人材募集情報の提供や連絡等を行うため 

３．応募者についての統計、データ分析を行うため 

４．研修の修了後、研修修了者へ能力強化研修の成果の活用状況について照会し、この結果

を統計データとしてまとめ、将来的な研修カリキュラム改善に活かすため 

【個人情報の取扱いについて】 

当機構は収集した個人情報を当機構の責任のもとで適切に管理し、研修の受講に至らな

かった場合は、当機構の責任のもとで適切に廃棄致します。この場合、書類の返却は致して

おりませんのでご了承ください。 

 

【募集・選考に関する問い合わせ先】 

独立行政法人 国際協力機構 人事部開発協力人材室 （研修管理室） 

〒162-8433 東京都新宿区市谷本村町 10-5  JICA市ヶ谷ビル 

           E-mail: hrgtc@jica.go.jp 

【応募時のシステムに関する問い合わせ先】 

独立行政法人国際協力機構 PARTNER事務局 

こちらのお問い合わせフォームより https://partner.jica.go.jp/ 
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